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応用地質グループ新中期経営計画（2010年～2013年） OYO Hop10 
－成長に向けたビジネスモデルの再構築－ 

 

当社は、2010年（平成22）から2013年（平成25年）までの新中期経営計画OYO Hop10を策定し

ましたのでお知らせいたします。 

2008年後半のリーマンショック以降、世界経済の同時減速による企業業績の急激な悪化により、

実体経済は大きな影響を受け、国内では政府が様々な経済対策を実施したもののその効果は限定

的でした。また、国内建設投資は減少トレンドが継続し、特に公共建設投資は財政赤字の中で大

幅に削減され、建設業ならびに建設関連業の市場も縮小しています。 

当社は、このように激変する社会情勢の変化の中で、世界の潮流とグローバル化した状況下に

置かれた日本の変化を概観し、応用地質グループが2020年に向けて目指すべきビジョンとビジョ

ン達成のための基本方針を明らかにした「応用地質グループ長期経営ビジョン（OYO2020）」を

2009年の期初に策定しております。 

今回策定いたしました新中期経営計画OYO Hop10は、このOYO2020の準備段階に相当し、国内

建設投資分野を中心に活動している調査・コンサルティング事業の再構築を大きな柱としていま

す。 

 

『新中期経営計画 OYO Hop10』 

応用地質グループは、調査・コンサルティング事業を中心に、国内の社会資本整備に貢献して

成長して参りました。しかし、国内では公共事業ならびに民間設備投資が縮減され、調査・コン

サルティング事業が展開している建設投資関連市場の縮小が継続しています。 

このような社会環境の中で、2005年から2008年までは資源・エネルギー市場への展開、不採算

部門の整理、人的資源の有効活用などの施策により、収益性の改善を行い一定の成果を挙げてま

いりました。 

しかし、近年の内需産業が直面する閉塞感に満ちた経済環境と先行き不透明な社会環境におい

て、応用地質グループの建設投資関連分野を中心とした従来の調査・コンサルティング事業のス

タイルでは成長が見込めず、「応用地質グループ長期経営ビジョン（OYO2020）」を達成するた

めには、事業スタイルを変革する必要があると考えています。 

そして、応用地質グループが成長するために、海外の調査・コンサルティング事業を積極に展



開するとともに、計測機器事業では新たな市場開拓やソリューションサービスを加えた総合サー

ビスを展開いたします。 

 

１．新中期経営計画OYO Hop10の基本方針 

新中期経営計画の基本方針は「成長に向けたビジネスモデルの再構築」であり、調査・コン

サルティング事業を中心に「地域拠点戦略」から「事業展開戦略」への転換を進めます。 

２．取組み内容 

新中期経営計画では、新規事業への取組み強化、基盤事業の強化、そして新規事業と基盤事

業を支える経営基盤の強化を、取組みの大きな柱としています。 

（１）新規事業への取組み強化 

専門技術サービスを高度化し、戦略組織を強化します。 

（２）基盤事業の強化 

コア技術を強化し、総合コンサルティングサービスを強化します。 

（３）経営基盤の強化 

企業インフラの整備、人材育成の推進、コンプライアンスを強化します。 

３．各事業分野の基本方針 

• 調査・コンサルティング事業（国内） 

・ 既存事業は、市場、サービスを細分化し、フォーカスした事業に注力 

・ 新事業の展開は、専門性の高い組織とし、多数の事業を展開 

・ 専門サービスを活用した総合コンサルティングサービスを強化 

• 調査・コンサルティング事業（海外） 

・ 政府の新成長戦略を成長の機会とし、ＪＩＣＡに加え新興国を対象 

・ 国内社会資本整備関連事業の経験・ﾉｳﾊｳを活用し、エンジニアリングサービスを展開 

・ 地元政府・企業とwin-winの関係を構築し、長期の安定した経営基盤を形成 

• 計測機器事業（国内） 

・ 製品開発と調達機能を強化し、社会ニーズにマッチした商品を提供 

・ 計測システム、計測サービスを大きな柱として展開 

・ 調査・コンサルティング事業と連携を強化 

• 計測機器事業（海外） 

・ 高度なセンシング技術を差別化技術とし、競争優位の確立による高収益事業の展開 

・ 製品とソリューションサービスを組み合せたプロジェクト業務の開拓 

・ 資源･エネルギー市場に加え、維持管理市場、セキュリティ市場を拡大 

４．数値目標 

新中期経営計画 OYO Hop10の最終年（2013年）における数値目標は下記のとおりです。 

• 連結売上高：430億円 

• 連結営業利益率：５％（連結営業利益：21.5億円） 

 

詳細については、添付しております資料をご参照下さい。 
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本資料は、当社の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。投資等の最終決定は、ご自身の判断でなさ

るようにお願い致します。投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承ください。当資料に掲載されている予想数字あ

るいは将来に関する記述の部分は、資料作成時の判断ですが、その内容の完全性・正確性を会社として保証するものではあり

ません。予想数字等は、今後の経済情勢・社内事情により、修正を行うことがあります。
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新中期経営計画
OYO Hop10（2010年-2013年）

－成長に向けたビジネスモデルの再構築－

I. 新中期経営計画と長期ビジョンＯＹＯ2020

II. 社会環境と現状認識

III. 新中期経営計画の基本方針と業績目標

IV. 各事業分野の取組み



Ⅰ．新中期経営計画と
長期ビジョンＯＹＯ2020

3

4

2020年に向けて目指すべき方向
－－ ＯＹＯグループビジョンＯＹＯグループビジョン －－

長期経営ビジョンＯＹＯ2020
【OYOグループは、持続可能な社会の構築に貢献】

OYOグループの将来像
社会科学的視点を備え、新たな価値や政策等を発信・
提言できる地球科学系シンクタンク機能を持つ

「地球科学に関わるグローバルな
総合専門企業グループ」

OYOOYOグループの将来像グループの将来像
社会科学的視点を備え、新たな価値や政策等を発信・
提言できる地球科学系シンクタンク機能を持つ

「地球科学に関わるグローバルな「地球科学に関わるグローバルな
総合専門企業グループ」総合専門企業グループ」



成果の実現
大いなる飛躍

様々な方策の試行・実行
既存コア技術強化、不足するリソース入手

試行結果を全グループ経営へ展開
グループ組織再編成

新中期経営計画
ＯＹＯ Ｈｏｐ10：2010-2013

5

新中期経営計画の位置づけ

20202009 2013 2017

第４期第４期
飛躍：飛躍：JumpJump

第３期第３期
展開：展開：StepStep

第２期第２期
試行：試行：HopHop

第１期第１期
計画：助走計画：助走

長期経営ビジョンＯＹＯ2020における新中期経営計画
新中期経営計画では、 今後OYOグループが大きな成長を目指すために、新市
場の開拓、成長市場への参入、新たな事業展開を、推進する枠組みを構築。

66

Ⅱ．社会環境と現状認識
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事業セグメントの現状と市場動向

10.3
（3％）

20.6
（6％）64.0

（18％）

257.7
（73％）

2009年
連結売上高

352.6億円

調査・コンサルティング事業（海外）
•ＯＤＡ関連、ＪＩＣＡ、海外政府、海外進出国
内民間企業を対象に事業展開

計測機器事業（海外）
•地球物理学を活用したセンサ技術の製品を中心に事
業展開（海外拠点）

•成長の見込める市場選定と、市場で勝残るための製
品開発力の強化を継続

•差別化技術で高収益が期待

計測機器事業（国内）
•建設投資分野を中心に事業展開
•ジオテクニカル、モニタリングﾞ製品中心
•建設投資分野の市場が縮小する中で、製品
開発が停滞

•収益性はプロジェクト業務で変動

調査・コンサルティング事業（国内）
•建設投資分野を中心に事業展開
•公共事業市場戦略として採用してきた地域
拠点戦略の機能低下

•建設投資の縮小継続、市場のニーズ多様化
•政府新成長戦略分野、維持管理分野等で、
事業展開可能な多様な分野・市場の存在

•新興国中心に社会資本整備事業の需要増

•従来とは異なる資源・エネルギー市場が活性化
•ソリューションと組合せたトータルサービスの提供

•維持管理分野、防災分野を中心にモニタリン
グ事業の需要期待

ＯＹＯグループを取り巻く事業環境

外部環境の
変化

外部環境の
変化

社会ニーズの
変化・要求

社会ニーズの
変化・要求狙う分野・市場狙う分野・市場

政府の新成長戦略

国内設備投資抑制

国内公共事業削減

環境規制強化

海外設備投資増強

会計制度変更

土対法改正

異常気象

資源･ｴﾈﾙｷﾞｰ

維持管理

海 外

地盤環境

地球環境

防 災

コスト削減

環境配慮

グローバル化

リスク管理

説明責任

社会的責任

安全・安心

8

海洋開発

従来型資源の枯渇

資源安定供給

社会ニーズの多様化に対し、フォーカスした分野・市場に取り組む事業展
開が必要であり、外部変化を捉え自ら事業を具体化することで成長



ＯＹＯグループ

具体化する事業のイメージ
調査・コンサルティング事業では、差別化した高度な専門技術サービスで市場を
開拓し、専門技術サービスを組合わせながら総合コンサルティング事業で付加
価値の高いサービスを提供。

ＣＯ２対策事業

路面下探査事業

土壌汚染浄化事業

漏水検知事業
顧

客情報提供サービス事業

顧

客

総
合
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
事
業

リスク評価事業

高
付
加
価
値
サ
ー
ビ
ス
で
シ
ェ
ア
拡
大

9

差
別
化
サ
ー
ビ
ス
で
市
場
開
拓 ・

・
・
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Ⅲ．新中期経営計画の
基本方針と業績目標



新中期経営計画の基本方針

基盤事業の強化
• 既存市場、既存事業からなる基盤
事業から選定した戦略分野を中心
に事業を強化

成長に向けたビジネスモデルの再構築

新規事業への取組み強化
• 技術・サービスの組換えや開発に
より、新たな市場への参入と開拓
を行い新規事業を展開

「地域拠点戦略」から「事業展開戦略」への転換「地域拠点戦略」から「事業展開戦略」への転換

【地域拠点戦略】
•建設投資分野の事業展開の中で、地域
に拠点を配置

•地域拠点が、地域の顧客から要求された
個別の技術サービスから一括サービスま
での全てのサービスを一貫して提供

•このため、多様なリソースを拠点に配備

【事業展開戦略】
•事業にフォーカスした組織

•卓越したコア技術に基づく専門技術

サービスを高度化

11

ＯＹＯグループの成長には、調査・コンサルティング事業の成長が不可欠

•市場が縮小し、シェア縮小、収益性低下

•専門技術サービスで新規市場開拓

•総合コンサルティングサービス部門の組

織再構築によりシェアを拡大

12

新中期経営計画の取組み

経営基盤の強化
新規事業への取組みと基盤事業の強化を支える取組み

・企業インフラの整備 ・人材育成の推進 ・コンプライアンスの強化

基盤事業の強化
• コア技術の強化

試験・調査設備の増強／技術の伝承

• 総合コンサルティングサービスの強化
グループ内協働の強化／外部リソースの活用（提携、Ｍ＆Ａ）

新規事業への取組み強化
• 専門技術サービスの高度化

技術・商品開発機能の強化／開発投資の増強／外部
リソースの活用（提携、Ｍ＆Ａ）

• 戦略組織の充実
戦略組織の機能と体制の強化

事業展開戦略
において、
事業を具体化し、
市場を開拓するた
めに

事業展開戦略
において、
総合コンサルティ
ング事業を展開し
シェアを拡大する
ために

新規事業への取
組み強化と基盤
事業の強化を支
えるために



13

2013年の連結業績

30

30

11
21

64

100

0

100

200

300

400

500

2009 2013

売
上
高

（
億
円

）

430億円
（2007年水準）

352.6億円

調査コンサルティング事業：海外
計測機器事業：国内

注力分野
新規事業

230
185

85

27

270億円257億円

建設投資関連分野

調査コンサルティング事業：国内

計測機器事業：海外

連結売上高：４３０億円

連結営業利益率：５％（21.5億円）

連結売上高：４３０億円

連結営業利益率：５％（21.5億円）

14

Ⅳ．各事業分野の取組み
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調査・コンサルティング事業（国内）の取組み
基本方針
1. 既存事業は、市場とサービスを細分化して見直し、フォーカスした事業に注力
2. 新規事業の展開は、専門性の高い組織により、多数の事業を展開
3. 専門サービスを活用したワンストップサービスを強化

注力事業
• エネルギー分野（原子力関連事業、ＣＣＳ関連事業等）
• 維持管理分野（アセットマネジメント関連事業等：点検・評価、補修サービス等）
• 地震防災分野（リスクマネジメント関連事業：リスク評価、緊急地震速報等）
• 地盤環境分野（環境負荷評価、土壌汚染浄化事業、汚染情報提供等）
• 地球環境分野
• 情報提供サービス事業

ＯＹＯグループの関連事業会社
応用地質、エヌエス環境、東北ボーリング、オーシャンエンジニアリング、ケー・シー・エス、
宏栄コンサルタント、応用アール・エム・エス、南九地質、応用ジオテクニカルサービス、
イー・アール・エス、ＲＭＳ Japan

売上・利益計画 年度 2009 2013（計画）

売上高 257億円 270億円

営業利益 -7億円（－） 8億円（3％）

※2009年は概算数値、営業利益は連結相殺していない数値

調査・コンサルティング事業の注力事業例
道路維持管理分野における路面下探査サービス事業

• 道路維持管理に必要な道路下の状況を非破壊で効率的に探査

• 電気、ガス、下水等のライフラインの埋設管の状況も探査

16

• 非破壊で埋設管、空洞、舗装厚を
探査

• 時速60～80kmで探査可能

• 取得情報のデータベース化により、
道路と埋設管の維持管理に活用



調査・コンサルティング事業の新規事業例
エネルギー分野におけるCCS関連事業

17
※経済産業省、産業構造ビジョン2010（産業構造審議会競争力部会報告書）抜粋

• CO２の地中貯留状況のモニタリングサービス

物理探査技術を活用した監視

• CO２貯留サイトの評価にかかわるサービス
大型震源を用いた深部地質構造探査
CO２を地中に圧入した際の物性評価

18

調査・コンサルティング事業（海外）の取組み
基本方針
1. 政府の新成長戦略を成長の機会とし、ＪＩＣＡに加え新興国を対象とした社会資本整備

関連事業を展開
2. 国内社会資本整備関連事業の経験・ﾉｳﾊｳを活用し、エンジニアリングサービスを展開
3. 地元政府・企業とwin-winの関係を構築し、長期の安定した経営基盤を形成

注力事業
• 新興国の社会資本整備関連事業（建設関連事業、防災事業など）
• 地球環境分野（CCS関連サービス）

ＯＹＯグループの関連事業会社
応用地質、ＯＹＯインターナショナル、オーシャンエンジニアリング

売上・利益計画

年度 2009 2013（計画）

売上高 11億円 30億円

営業利益 -0.2億円（－） 1.5億円（5％）

※2009年は概算数値、営業利益は連結相殺していない数値
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計測機器事業（国内）の取組み
基本方針
1. 製品開発と調達機能を強化し、社会ニーズにマッチした商品・システムを提供
2. 計測システム、計測サービスを大きな柱として展開
3. 調査・コンサルティング事業と連携強化

注力事業
• ジオテクニカル分野製品販売
• 計測エンジニアリングサービス（計測システム販売、計測サービス提供）
• 調査・コンサルティング事業との連携による海外向け販売

ＯＹＯグループの関連事業会社
応用地質、応用地震計測、応用計測サービス、応用リソースマネージメント

売上・利益計画

年度 2009 2013（計画）

売上高 21億円 30億円

営業利益 0.8億円（4％） 2億円（7％）

※2009年は概算数値、営業利益は連結相殺していない数値
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計測機器事業（海外）の取組み
基本方針
1.高度なセンシング技術を差別化技術とし、競争優位の確立により高収益事業の展開
2.製品とソリューションサービスを組み合せたプロジェクト業務の開拓
3.資源･エネルギー市場に加え、維持管理市場、セキュリティ市場を拡大

注力事業
• 石油・ガス市場の従来とは異なる分野への資源探査装置の販売
• 物理探査装置を探査技術者用専門家機から非専門家機として“広範な市場”へ販売

• 維持管理分野とセキュリティ分野へのセンシング技術を活用した製品・システム販売
（構造物・コンクリート診断、地震動モニタリング、侵入検知センサーなど）

• 地震計にソリューションサービスを組合わせた地震防災トータルサービスの展開

ＯＹＯグループの関連事業会社
OYO CORPORATION U.S.A.、ジオメトリクス社、キネメトリクス社、GSSI社、RG社、

アイリス社、OYOジオスペース社

売上・利益計画 年度 2009 2013（計画）

売上高 64億円 100億円

営業利益 2.4億円（4％） 10億円（10％）

※2009年は概算数値、営業利益は連結相殺していない数値
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新中期経営計画の最終年である2013年には、“事業展開戦
略”に基づく新経営システムで事業を展開し、長期経営ビジョン
ＯＹＯ2020の“ステップ”に進む。

ＯＹＯ2020の次のステップに向けて

成果の実現
大いなる飛躍

試行結果を全グループへ展開
グループ組織再編成

新中期経営計画
OYO Ｈｏｐ１0：2010-2013

20202009 2013 2017

第４期第４期
飛躍：飛躍：JumpJump

第３期第３期
展開：展開：StepStep

第２期第２期
試行：試行：HopHop

第１期第１期
計画：助走計画：助走

新経営システムで事業を展開
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